




④「ＤＯＮＥＴを活用した津波予測・伝達システム」について、伊勢志摩サミットの開催を契機に、

国立研究開発法人海洋研究開発機構および国立研究開発法人防災科学技術研究所と連携しながら、

平成 28 年５月に運用を開始しました。また、東紀州地域など県南部地域への展開について、同年

９月に関係市町への説明会を開催しました。同年 12 月および 29 年２月には、みえ防災・減災セン

ターにおいてＤＯＮＥＴ研究会を開催し、同システムの具体的な活用方法を検討する予定です。 

引き続き、関係市町と同システムの活用方法や導入について検討するとともに、展開に向けた取組

を進める必要があります。 

⑤地域減災力強化推進補助金について、避難所の環境整備や洪水・土砂災害避難対策などの事業に対

して補助を行い、県内各市町の防災・減災対策を支援しています。また、県北部海抜ゼロメートル

地帯避難対策補助金により、県北部の海抜ゼロメートル地帯を有する市町が取り組む津波避難施設

の建設や避難用ゴムボートの整備を支援しています。引き続き、県内市町の防災・減災対策を促進

していく必要があります。 

⑥災害対策活動体制の充実・強化について、「訓練でできないことは、いざという災害の時に絶対にで

きない」との考え方のもと、救出救助・医療・道路と救援物資の機能別の図上訓練を２回実施しま

した。また実動訓練（三重県・津市総合防災訓練）は、テーマを「被災者支援拠点機能の充実」と

して実施しました。近い将来に発生が懸念される南海トラフ地震では、県内全域で大きな被害が想

定されることから、今後とも、県・市町・防災関係機関等が連携した訓練等を通じて、充実・強化

を図っていく必要があります。 

⑦「三重県広域受援計画（仮称）」について、大規模災害時に国や他県からの救出・救助や物資等の支

援を受け、迅速に被災地へ届けるため、熊本地震の課題もふまえ、関係機関と計画策定のための検

討を行っています。また、物資の備蓄について、公的備蓄の県と市町の役割分担について検討して

います。引き続き「三重県広域受援計画（仮称）」の策定に取り組むとともに、備蓄について、広

域自治体としてセーフティネットの役割を担う県と、市町の役割分担をふまえ、取組を進める必要

があります。 

⑧北勢広域防災拠点について、平成 29 年度の完成に向けて、備蓄倉庫の整備等を進めています。また、

東紀州（紀南）広域防災拠点において、県南部の災害時の孤立対策のため、航空燃料の備蓄に向け

た整備を進めています。いずれも適切な進捗管理を行いながら、施設整備を進める必要があります。 

⑨広域避難について、海抜ゼロメートル地帯対策の取組として、桑員地域２市２町において、「浸水時

における広域避難に関する協定」を締結しました。引き続き、広域避難に係る具体的な対応につい

て検討を進める必要があります。 

⑩防災ヘリコプター「みえ」について、現在の機体の適切な維持管理により、安全運航を維持してい

ます。また、更新する機体は平成 28 年度内に受領し、平成 29 年９月には供用を開始できるよう準

備を進める必要があります。 

⑪三重県国民保護計画に基づく有事の対応を迅速かつ的確に行うため、平成 29 年１月に国、鈴鹿市お

よび関係機関と連携した図上訓練を実施します。訓練の実施により明らかになった課題等をふまえ、

国民保護対策本部活動要領等の見直しを行うなど、実効性を高める必要があります。 

⑫大規模災害発生時における救出救助等の活動を昼夜継続して実施するために、各警察署への現場活

動用投光機の整備を完了しましたが、防災機能の更なる強化を図るために、引き続き、必要な装備

資機材等の整備を進める必要があります。 

⑬防災通信ネットワークについて、適正な維持管理を行うとともに、災害拠点病院への防災行政無線

機器の設置工事および防災ヘリコプター用無線通信設備の整備工事を行っています。引き続き防災

通信ネットワークの適正な維持管理を行っていく必要があります。 



⑭防災情報提供プラットフォームについて、気象情報・災害情報等を収集し、ホームページやメール

配信により県民に情報提供しています。また、より分かりやすい情報提供や的確な災害対応が行え

るよう、新しい防災情報プラットフォームの構築を行っています。引き続き、県民に情報を提供す

るとともに、災害対応への活用を図っていく必要があります。 

⑮災害対応力の維持向上を図るため、ＤＭＡＴを対象とした国の研修への参加促進をはじめ、災害医

療コーディネーター研修や災害看護研修等により人材育成を行うとともに、８月６日に実施された

大規模地震時医療活動訓練に参加し、国、他県、医療機関等との連携強化を図りました。災害時に

必要な医療を迅速かつ適切に提供できる体制を確保するため、今後も引き続き、災害医療に精通し

た人材育成を行うとともに、国、他県、医療機関等との連携強化を図る必要があります。 

⑯平成 28年４月に発生した熊本地震において医療救護班を派遣し、被災地の災害医療支援を行いまし

た。熊本地震の検証により、派遣される多数の医療チームを全体としてマネジメントする機能の構

築の必要性が明らかとなったことから、本県でも同機能の強化に取り組み、大規模災害発生時の受

援体制の充実・強化を図る必要があります。 

⑰耐震診断が義務化された不特定多数の者が利用する大規模建築物等のうち、避難所として活用され

る建築物（ホテル、旅館等）の耐震改修１棟が完了するとともに、耐震診断を義務付けた第一次緊

急輸送道路を閉塞するおそれのある沿道建築物（避難路沿道建築物）の耐震診断に着手しました。

引き続き、建築物の早期の耐震化事業の実施に向けた取組を行う必要があります。 

⑱木造住宅の耐震化については、無料耐震診断や設計、補強工事等の補助事業を実施するとともに、

耐震化促進のため、市町や関係団体と連携し、未耐震の住宅所有者への戸別訪問を実施しています。

今後、熊本地震後の無料耐震診断の要望増加など住宅耐震化への意識の高まりに応えられるよう、

木造住宅の耐震化促進に向けた取組を強化する必要があります。 

⑲県立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策については、平成 28 年度に 11 校 22 棟の対策工事の

設計を実施しており、早期に対策が完了できるよう実施時期等について該当の学校との調整を進め

る必要があります。その他の非構造部材の耐震対策についても、計画的に対策を行う必要がありま

す。 

⑳屋内運動場等の天井等落下防止対策が必要な私立学校を設置する学校法人に対し、耐震対策を促す

必要があります。 

㉑大規模災害発生後の救助活動や支援物資の輸送を円滑に行うため、緊急輸送道路に指定されている

県管理道路等の橋梁点検を実施するとともに、点検結果に基づく修繕計画を策定し、計画的な修繕

に取り組んでいます。また、緊急輸送道路上の橋梁の耐震化や架替えを進めています。引き続き、

緊急輸送道路に指定されている県管理道路等の修繕や整備を進める必要があります。 

㉒消防団の活性化について、消防団応援の店制度に係る市町の消防団事務担当者と意見交換を行いま

した。今後、この意見等を参考にしながら、三重県の実情に応じた具体策の構築につなげていく必

要があります。また、消防広域化については、平成 28 年４月から通信指令業務において、桑名市、

四日市市、菰野町の３消防本部での共同運用が開始されました。引き続き、関係市町の意向をふま

えながら、各地域の実情に応じた取組を進めていく必要があります。救急業務の高度化について、

指導救命士養成課程を実施しました。引き続き、消防学校、県メディカルコントロール協議会と連

携し、指導救命士の養成等、救急救命士の資質向上のための取組を進めていく必要があります。 

○23高圧ガス等の保安について、取り扱う事業者等に対して保安検査、立入検査等を実施しており、引

き続き適正な保安管理等の徹底を図っていく必要があります。また、コンビナート防災対策につい

て、「三重県石油コンビナート等防災計画」に基づき、コンビナート事業者等の防災対策を促進す

るとともに、保安に係る人材育成を支援するための研修を引き続き実施していく必要があります。 







② 地域減災対策推進事業【基本事業名：11201 防災・減災対策の推進】 

予算額：(28)  １１１，２１４千円 → (29)  ９２，１４２千円 

事業概要：南海トラフ地震や内陸活断層による地震・津波および台風・局地的豪雨等による土砂

災害をはじめとする風水害に備えるため、市町が実施する避難所の総合的な整備、洪

水・土砂災害避難対策、災害時要援護者避難対策などの地域特性に応じた防災・減災

対策を支援します。また、津波避難施設整備等に対する支援制度により、県北部海抜

ゼロメートル地帯における津波避難対策を促進します。 

③ 防災訓練費【基本事業名：11202 災害対策活動体制の充実・強化】 

予算額：(28)  ２，６０７千円 → (29)  １，６９１千円 

事業概要：大規模地震や風水害などを想定した大規模災害発生時の応急対策、応急復旧等に係る

実践的な防災訓練を行い、県、市町、防災関係機関および地域住民が一体となった防

災対策の推進を図ります。 

④ （一部新）災害対応力強化事業【基本事業名：11202 災害対策活動体制の充実・強化】 

予算額：(28)  ３７，７１３千円 → (29)  ５１，７２０千円 

事業概要：南海トラフ地震等の大規模災害時に、国や他県、関係機関等の支援を円滑に受け入れ、

効果的な被災者支援につなげるため、「三重県広域受援計画（仮称）」を策定します。

また、局地的豪雨や台風、地震等をはじめとする自然災害に備えるため、体制整備や

関係機関との連携を通じて災害対応力を強化します。 

⑤ （一部新）広域防災拠点施設整備事業【基本事業名：11202 災害対策活動体制の充実・強化】 

予算額：(28)  ９２３，９０１千円 → (29)  ２２４，０７３千円 

事業概要：大規模災害発生時の県内への広域的な応援・受援体制の拠点としての役割を担う北勢

広域防災拠点を整備するための舗装工事や資機材整備等を実施するとともに、既存の

広域防災拠点の適切な維持管理を行います。また、広域自治体としてセーフティネッ

トの役割を担うため、新たに発災当初に最低限必要となる物資を一定量備蓄します。 

⑥ 防災ヘリコプター運航管理費【基本事業名：11202 災害対策活動体制の充実・強化】 

予算額：(28)  １９７，０１９千円 → (29)  ２９９，０８８千円 

事業概要：機体の更新を行った防災ヘリコプター「みえ」の供用を開始し、本県消防防災体制の

強化を図ります。 

⑦ 国民保護対策費【基本事業名：11202 災害対策活動体制の充実・強化】 

予算額：(28)  １，９４０千円 → (29)  ５６０千円 

事業概要：三重県国民保護協議会を開催するとともに、関係機関と連携して国民保護訓練を実施

します。 

⑧ 防災行政無線整備事業【基本事業名：11203 迅速な対応に向けた防災情報の共有化】 

予算額：(28)  ３０５，６３２千円 → (29)  ２０，９３８千円 

事業概要：防災ヘリコプター用防災行政無線の再整備は完了しましたが、防災通信ネットワーク

の有線系通信設備について、機器等のサポート終了に伴い再整備を行います。 

⑨ 防災情報プラットフォーム事業【基本事業名：11203 迅速な対応に向けた防災情報の共有化】 

予算額：(28)  ７３，５００千円 → (29)  ３７，４０２千円 

事業概要：新しい防災情報プラットフォームの構築を行ったことから運用を移行し、災害時に迅

速・的確な対応が行えるよう防災情報システムを運用するとともに、総合防災ホーム

ページ「防災みえ．ｊｐ」等により気象情報や防災情報を提供します。また、メール

等により気象情報を提供します。 

 

 



⑩ 消防行政指導事業【基本事業名：11208 消防救急体制の充実・強化】 

予算額：(28)  ８，０８９千円 → (29)  ８，６５２千円 

事業概要：県内各市町の消防団で構成される三重県消防協会の諸事業等の円滑な実施を通じて、

消防団員の確保や消防団の活性化等に取り組みます。 

⑪ 高圧ガス指導事業【基本事業名：11209 高圧ガス等の保安の確保】 

予算額：(28)  ２１，３２０千円 → (29)  ２１，６４２千円 

事業概要：高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガス事業所等の保安管理に関する指導を徹

底するとともに、許認可申請に対する審査および保安検査、立入検査の強化によって

安全を確保します。 

 

 

⑫ 災害医療体制強化推進事業【基本事業名：11204 災害医療体制の整備】 

予算額：(28)  ２８０，７７４千円 → (29)  ７，５５１千円 

事業概要：大規模災害発生時の受援体制の充実・強化を図るため、災害医療コーディネーター研

修や災害看護研修等を実施することにより、災害医療に精通した人材の育成を進めま

す。また、国が実施する大規模地震時医療活動訓練に参加し、国、他県、医療機関等

との連携強化を図ります。 

 

 

⑬ （一部新）建築物耐震対策促進事業【基本事業名：11205 安全な建築物の確保】 

予算額：(28)  １２１，０４７千円 → (29)  ５９，７２８千円 

事業概要：地震に対する建築物およびまちの安全を確保するため、耐震診断が義務化された建築

物の耐震診断や耐震改修等の耐震化事業に対する支援を行います。 

⑭ 待ったなし！耐震化プロジェクト【基本事業名：11205 安全な建築物の確保】 

予算額：(28)  １４３，７９５千円 → (29)  １１３，４５８千円 

事業概要：地震による被害を軽減し、住まいやまちの安全性を高めるため、木造住宅の耐震診断、

耐震性の低い木造住宅の耐震補強や除却等を支援します。 

⑮ 緊急輸送道路機能確保事業【基本事業名：11207 緊急輸送道路の機能確保】 

予算額：(28)  ４，５７４，３１８千円 → (29)  ４，２６７，９６１千円 

事業概要：災害時に人員や物資などの交通（輸送）が確保されるよう、緊急輸送に資する県管理

道路の計画的な修繕や整備を進めます。 

 

 

⑯ 校舎その他建築費【基本事業名：11206 教育施設の防災対策】 

予算額：(28)  ４２４，８２２千円 → (29)  １，３０３，５１９千円 

事業概要：県立高等学校の施設について、屋内運動場等の天井等落下防止対策、老朽化対策など

防災機能の充実、教育環境向上のための整備等を進めます。 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 

県土整備部 

教育委員会 



 

 

⑰ 私立学校校舎等耐震化整備費補助金【基本事業名：11206 教育施設の防災対策】 

予算額：(28)  ２３，６８７千円 → (29)  ２，０００千円 

⑱ 私立幼稚園施設耐震化整備費補助金【基本事業名：11206 教育施設の防災対策】 

予算額：(28)  １，６６８千円 → (29)  ３，０９３千円 

事業概要：私立学校における屋内運動場等の天井等落下防止対策事業に対して助成を行い、安心

して学べる環境の整備を促進します。 

 

 

⑲ 災害警備対策費【基本事業名：11202 災害対策活動体制の充実・強化】 

予算額：(28)  ２，６８９千円 → (29)  １，９３８千円 

事業概要：大規模災害発生時における各種警察活動を迅速かつ的確に実施するために、必要な装

備資機材等を整備します。 

環境生活部・健康福祉部 

警察本部 


